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1. 女性医師を取巻く背景

2. 医師養成課程における女性医師への対応

（臨床研修と専門研修）

3. 女性医師に関する就業上の課題

4. 法制度の改正について（2022年4月～）
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◆時間単位の年休がとれない病院がある
育児中は突発的に時間がほしいことがある

☞ 労働組合と協定を結ぶことで時間単位年休制度は確保されるが、

勤務医の声は届かないことがある。

◆時短勤務が認められない病院がある
育児中はほんの少しの朝夕の時間が必要な場合がある

☞ 法律では認められている時短勤務または始業時刻変更措置が

確保されていないことがある。
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◆公立病院から民間病院へ異動すると育児休業手
当の対象外となることがある

☞ 公務員以外の育児休業手当は雇用保険から支給されるため、制度
の狭間で対象からはずれてしまう。
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■育児休業給付金（2021年8月時点）

＜取得条件＞
育児休業開始前2年間に12か月以上の被保険者期間（※）が必要
※1か月に11日以上の賃金支払い基礎日数（就労日数）が必要
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1.男性版産休制度の創設
2.育児休業を取得しやすい環境整備の義務化
3.妊娠・出産の申出をした従業員に対する個別の周
知・意向確認の義務化
4.育児休業の分割取得
5.育児休業取得状況の公表の義務化
6.育児・介護休業取得要件の緩和

育児・介護休業法改正による主な変更点

今回の改正では、男性の育児休業取得促進のための枠組みが新たに追加され、また、育児
休業を取得しやすい環境整備や従業員への個別の周知・意向確認なども義務化されました。

2021年6月に育児・介護休業法が改正され、2022年4月1日より段階的に
施行されます。



■改正後
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育児・介護休業取得要件の緩和について

1.引き続き雇用された期間が１年以上

2. 1歳６か月までの間に契約が満了することが明らかでない

現行制度では、以下の2点が有期雇用従業員の育児・介護休業の取得要件でした。

制度の改正により、1が廃止され、2のみが取得要件となります

■現行（2021年8月時点）

※詳細は厚労省のHPよりご確認ください。
（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000130583.html）
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■現行（2021年8月時点）
育児休業開始前2年間に12か月以上の被保険者期間（※）が必要
※1か月に11日以上の賃金支払い基礎日数（就労日数）が必要

2022年からは育児休業給付についての規定が整備され、被保険者期間の計算起点日に関する特
例も設けられます。

■改正後
被保険者期間にかかる要件を満たさない場合であっても、産前休業開始日前
の前2年間に12か月以上の被保険者期間がある場合には、育児休業給付の支
給にかかる被保険者期間要件を満たすものとする

雇用保険法の整備について

※詳細は厚労省のHPよりご確認ください。
（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000130583.html）
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医師が社会人として働くうえでの基礎知識から出産育児に関して直面する課
題と支える制度などの必要な情報を1冊のハンドブックにまとめました。様々
な研修会や講習会等で配布いただけますようお願いいたします。
※配付していただける場合は、必要数お送りしますので、女性医師バンクまでお問い合わせください。

「医師の多様な働き方を支えるハンドブック」のご案内


